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■現行の配偶者控除・配偶者特別控除とは
　　配偶者控除・配偶者特別控除とは、所得税・

住民税の計算において、収入の少ない配偶者が
いる世帯主（納税者）の所得から一定金額を控
除することで税負担を軽減する仕組のことで
す。具体的には 配偶者の年収が103万円以下
であれば、世帯主の所得金額から38万円が控
除され、納税額が軽減されています。また、配
偶者の年収が103万円を超えた場合でも、年収
が103万円～141万円の間は「配偶者特別控除」
が適用され、世帯主の所得から控除額が段階的
に受けられ、配偶者の年収が141万円を超える
と控除は無くなります。

■見直しの内容
　①控除範囲の拡充
　　世帯主が38万円の所得控除を適用できる配

偶者の給与収入の上限が、103万円から150万円
に引き上げられることとなりました。

　　また、段階的に配偶者特別控除の金額が減額
され控除が受けられなくなる配偶者の年収が
141万円から201万円に引き上げられました。

通常国会で平成29年3月に成立した平成29年度税制改正において、配偶者控除・配偶者特別控除が
見直され、平成30年分の所得税から適用されることとなりましたので、その概要を解説します。

(鶴巻博行公認会計士・税理士事務所)

　②世帯主（納税者）の所得制限
　　これまで、配偶者控除については、適用を受

ける世帯主（納税者）に収入制限はありません
でした。今回の改正では、これらの控除の適用
を受ける世帯主（納税者）に収入制限を設ける
こととし、給与収入（合計所得金額）が1,120
万円（900万円）を超える場合には、以下の表
のとおり配偶者特別控除の金額が段階的に減額
される仕組みとなります。

　これらの改正は、平成30年分の所得税から適
用されます。

配偶者控除・配偶者特別控除の見直し
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世帯主（納税者）の給与収入が1,120万円
（合計所得金額が900万円）以下の場合のイメージ図
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「人事評価改善等助成金」について

1 ．概要
「人事評価改善等助成金」は、生産性向上のため

の人事評価制度と賃金制度の整備を通じて、生産性
の向上、賃金アップ及び離職率の低下を図る事業主
に対して助成するもので、人材不足の解消を目的と
しています。

2 ．支給額
（1）事業主が、生産性向上のための人事評価制度

と賃金アップを含む賃金制度の整備を行った場
合に下記金額が助成されます。

制度整備助成

賃金制度の整備を行った場合 50万円

（2）上記（1）の賃金制度の整備後（1年経過後）に、
適切な運用を行い、生産性の向上※1、労働者の
賃金2%アップ、離職率の低下に関する目標※2

のすべてを達成した場合、下記金額が助成され
ます。

目標達成助成

生産性向上、賃金 2%アップ、
離職率低下 80万円

※1 助成金の支給申請等を行う直近の会計年度におけ

る「生産性」が、その3年前に比べて6％以上伸び

ていること

※2 人事評価制度等の実施日の翌日から起算して１年

経過するまでの期間の離職率を、整備計画を提出す

る前１年間の離職率よりも、目標値以上に低下させ

ること。（雇用保険被保険者が1～300人の事業所の

目標値は、現状の離職率）

3 ．支給要件
（1）雇用保険適用事業所の事業主であること。
（2）認定された人事評価制度等整備計画に基づ

き、人事評価制度等を整備および実施したこと。

（3）過去に関連する助成金を受給している場合、
助成金の受給から一定期間経過していること。

（4）一つの企業の中に複数の適用事業所があり、
その全部または一部の適用事業所に対して同一
の人事評価制度を適用しようとする場合は、当
該複数の事業所を一つの適用事業所として取り
扱います。
※　上記の他にも支給要件があります。

4 ．受給手続きの流れ
助成金の支給までの流れは以下のようになります。

※　助成金は「必ず支給される」というものではあり

ません。

5 ．その他
人事評価制度を導入することで、処遇の改善、モ

チベーションアップ、人材育成、業績の向上等の効
果が期待できます。しかしながら、制度を導入すれば、
業績等が向上するというものではありませんので、
会社として目的をはっきりさせ、正しく運用していく
ことが必要です。

（特定社会保険労務士（土浦支部）小林基伸）

人事評価制度等整備計画の作成・提出

人事評価改善等助成金の流れ

認定を受けた人事評価制度等整備計画に
基づく、人事評価制度等の整備

人事評価制度等の実施

制度整備助成の支給申請

目標達成助成の支給申請

50万円
支給

80万円
支給


